
































































































































































































ボス　トン市民 152 26 178
州外のその他の市民 80 18 98
外　国　人 263 31 294



























外　国　人 150 40 190
州内のその他の市民 16 16





合　　計 323 100 423
　ここでは、ボストン市における貧民救済のありかたにっいて、貧民を救済に値する者と救済に値しな
い者とに区別する考え方を明瞭にみてとることができる。救済に値する者とは、「善良な性行で、加齢・
障害・貧困のゆえに自活できず、かっ扶養能力があり法による扶養義務を負う近親者がいない者」とさ
れるが、これはすなわち、勤勉、節倹の資質をもち、日々生業に励み、慎ましく生活していたが、自ら
の責任では防ぎようのない原因によって困窮に陥り、他に寄る辺がないために公的な扶助に頼らざるを
得なくなった者ということになろう。この範疇の意味するところは、逆に、救済に値しない者がいかな
る性向の者と解されているかを見れば、さらに明らかになるはずである2°。現にボストン市の救貧院に収
容されているが、本来救済に値しないとみられる者は、労働可能であるにも関わらず、怠惰（indolence）
1’脚 武lは、奴隷はもちろんのこと、解放された者も、貧民救済の対象外であった　社会保障研究所編『アメリカの社会保障』5頁
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であり、放縦（intemperance）であり、邪悪な（vicious）性質のゆえに社会の負担となり、親族にとっての
不名誉となっている者である。実際に救貧院に収容されている者の多くは、労働可能であり、通常は自
活することが可能であるのに、将来への備えを怠っているために、病気などの場合に自力で乗り越える
ことができず、一時的に公的な扶助を受けざるを得なくなる。しかしこれらの者を救貧院に収容するこ
とはより大きな問題を生じさせることになる。すなわち、このような理由で救貧院に収容された者が数
週間、公の費用により衣食を得ることによって、その性向が怠惰になり、その者が社会復帰しても、一
層怠惰な性格になって救貧院に戻ってくるという悪循環に陥る。しかもこのように怠惰な者が市街に俳
徊すれば、社会の害悪となり、また慈善の恩恵に縫って施与を騙し取ることにもなる。それゆえこれら
の者は、単に衣食を与えて保護するのではなく、自由を剥奪した上で労働を課す労役場に収容されるの
が適当である。労役場で、例えば糸紡ぎや機織りなどの労働を被収容者に課すことにすれば、その収益
により労役場の運営が可能になる上に、被収容者に職業訓練を行うことを通して社会復帰を容易にする
ことができる。さらに、労役場内での労働により、被収容者の維持に必要な費用以上の収益を上げるこ
とができれば、被収容者に賃金を与えることが、彼らの社会復帰という観点からはより望ましい。
　以上のことから、当時のボストン市の救貧院・労役場に収容されている者は、労働可能な者と労働不
可能な者がともに区別なく収容されていることにより、労働可能な者の資質を一層低下させていること
が最も大きな問題点としてとらえられており、その解決策として、老齢者、障害者など自らの責任によ
らずに労働不可能となり自活できなくなった者と、労働可能で自活能力がありながら労働しようとしな
い「邪悪な」者とを区別し、労働可能な者には厳格な規律のもとで労働を課し、公的扶助に依存するこ
とで労働意欲が低下しないようにしつつ、社会復帰を促すことが提案されている。特にこの時期には、
人数としてはそれほど多いわけではないが、浮浪者、あるいは「頑健な乞食」（sturdy　beggars）と呼ば
れる者が市街各所を俳徊して物乞いを繰り返すのが非常に目立っ存在であると私的されている2】。
（2）外来者（移民）に対する処遇について
　ボストンの貧民問題および治安問題に関してこの時期に大きな問題になりうるのは、絶え間なく流入
しつつある外来者（移民）に対する処遇であった。植民地時代および建国初期のアメリカ社会は、共同
体の人的紐帯が強いことの裏返しとして、あるいは自己責任と自助努力をとりわけ重視する風潮から、
外来者で貧困に陥った者に対してはきわめて排他的な姿勢であったが2；t、ここでは外来者（移民）を出身
地に送還させるべきことについて、独特な論拠が示されている2［1。すなわち、本来外来者と定住民は全く
同じように扱われるべきである。その根拠は貧民救済に関する法律が、貧民監督官の義務として「当該
地域内に居住し、もしくは発見された、困窮している全ての者に対して直ちに救済を付与しなければな
らない」と規定していることである（傍点は原文イタリック）。当該貧民が定住権を有するか否かは二次
的な問題であり、定住権を保有しているのであれば、その貧民救済の費用はタウンの負担となり、もし
’t　【bid，　P，11．
’前述2　（3）を参照
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定住権を保有していないのであれば、貧民救済の費用は州の負担になるという違いを生むだけである。
しかし、外来者が貧民救済の対象となる場合、その者が異郷の地にあって孤独にさいなまされるだけで
なく、その者の人物ないし性格について知る者がいないことから、公的な貧民救済を受けるのにあたっ
て不利に扱われる場合がある2i。この者が民間慈善に頼ろうとする場合にも全く同様である。それゆえに、
現在では、貧民は定住権を持つタウンが引き取るまで、現在地において救済を受けるのが一般的な慣行
であるが、外来者にとっては、本来の出身地に帰還してそこで救済を受けるのが、最も利点が大きいの
だから、外来者は積極的に出身地に送還すべきである、という。この時期には外来者の移入が急増する
ことにより、タウンや州にとっての財政負担が急速に大きくなりつつあった25。外来者に対して排他的な
救貧行政の特徴は、このような財政的理由によっても一段と際だってきたということもできよう。
4．小
?
　植民地時代から19世紀半ばまでのマサチューセッツにおける救貧行政については、行政機構や実際の
貧民救済方法に関して、イングランドにおける救貧行政と類似している点が少なくないが、両者のあい
だで最も異なる点は、定住権（settlement）のありかたと、それに関連して外来者（移民）に対する処
遇のありかたである。イングランドにおいて教区による貧民救済の根拠となる定住権は、1662年法およ
びその後の判例によって規定されているが26、マサチューセッツにおける定住権付与の条件は、イングラ
ンド法と比較してきわめて厳格であった。定住権付与の条件が厳格であったことは、外来者に対して排
他的である（すなわち、外来者を定住民として承認しない）ことを意味するが、マサチューセッツにお
いては、タウンの負担になりそうな者が来訪するときには、保証金の提供を求めるなど、外来者に対す
る管理はきわめて徹底していた。このような貧民救済にみられる排他性は、イングランド法においてと
りわけ重要視される財政負担という問題のみから起因するものというよりも、むしろアメリカ社会にお
ける共同体の特質そのものに起因するところが少なくないと考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こむう　てるひさ）
’・1 ｱのことは、貧民救済において、受給者の人物ないし性格を考慮して、適当と思われる質・量の救済を付与されていることが前提と
なっている　この点について、高畑輝久「19世紀のイングランド救貧法（下）」『法学』61巻1号（1997年）12・1頁を参照
ttt}サチューセッツ州当局の貧民救済に関する財政負担は、1792－il年にはll，〔｝0〔｝ドルであったのが、1831年には28・且，584ドルと20
倍以上に増加していた　Kelso，　lhe　ffistoryθf’　／，uh／ic／）θor　lec）〃ef　in　Jliissachusetts，　p．121．
’h 蜻?^理『イギリス社会政策史』（1986年、東京大学出版会）第ユ章を参照
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